
　整骨院・接骨院で施術を受けた場合、国民健康保険が使える
場合と使えない場合があります。健康保険は、治療を目的とした
ものであり、下記のように、「保険が使えない場合」もあります。

保険が使えない場合保険が使える場合

低所得の子育て世帯に対する
子育て世帯生活支援特別給付金の申請はお済みですか？

柔道整復にかかるときは

外傷性の骨折、脱臼、打撲及び捻挫等（いわゆる
肉ばなれを含む）
（例）
日常生活やスポーツ中に転んで膝を打ったり、
足首をひねったりして、急に痛みがでたとき　
※骨折、脱臼については医師の同意が必要です
　（応急処置を除く）

保険が使えない場合、｢ 国民健康保険が使える」と説明を受け整骨院・接骨院を受診されても、
その治療費は、全額自己負担する必要があります。その場合、後日整骨院・接骨院から請求さ
れるか、もしくは鏡野町から請求させていただくことになります。

給付額　児童１人あたり　一律５万円

申請期限：令和４年２月28日（月）必着
※その他世帯分について、出生等により児童が新たに令和４年３月分の児童手当や
特別児童扶養手当の対象となった場合は、令和４年３月15日㈫まで受付けます。

給付金を受け取るには申請が必要です。申請書が必要な方は、下記までご連絡ください。
申請書に必要書類を添付し、申請期限までに窓口または郵送でご提出ください。

　新型ウイルス感染症の影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯に対し、その実情を
踏まえた生活の支援を行う観点から、子育て世帯生活支援特別給付金を支給しています。

※ひとり親世帯分とその他世帯分の併給はできないため、すでにどちらかを
受給されている方は申請できません。

●柔道整復師（整骨院・接骨院）のかかり方
〇負傷原因を正確に伝えましょう
外傷性の負傷でない場合や、負傷原因が労働災害に該当する場合は、国民健康保険は使えません。
また、交通事故の場合は、鏡野町保健福祉課（国保係）へ必ず連絡してください。

〇病院での治療との重複はできません
保険医療機関（病院、診療所など）で同じ負傷等の治療中は、施術を受けても保険等の対象になりません。
※施術が長期にわたる場合、内科的要因も考えられますので、医師の診断を受けましょう。

〇療養費支給申請書の負傷原因、負傷名、日数、金額をよく確認し、必ず自分で署名しましょう
療養費支給申請書は、負傷名や日数などを確認し、署名か記名押印をしてください。

〇領収書は必ずもらいましょう
領収書の無料発行が義務づけられています。領収書は｢医療費控除｣を受ける際にも必要になりますの
で大切に保管してください。

●施術内容を照会させていただくことがあります
負傷原因や施術内容などについて照会させていただく場合があります。これは医療費適正化の一環と
して、請求内容に誤りがないかを確認するために行っておりますので、ご協力をお願いいたします。

（例）
・単なる肩こりや筋肉疲労
・神経痛、リウマチ、ヘルニアなど慢性的な 
　病気
・脳疾患の後遺症などの慢性病　
・スポーツなどの肉体疲労からの回復目的
・労災保険が適用となる仕事中のケガ

◎ ご注意ください ◎

お問い合せ先 鏡野町保健福祉課　国保係　担当：小林・村島
電話（0868）54-2986　FAX（0868）54-2891

国民健康保険に加入されている方が病気やケガのため被保険者証で診療や施術を受けた場合に、
鏡野町から医療機関等に支払われる医療費は、みなさんが毎月納めている国保税によってまかな
われています。病院や整骨院・接骨院は、正しくかかりましょう。

鏡野町保健福祉課　子育て支援係　担当：芦田、榎本
電話（0868）54-2986　FAX（0868）54-2891

お問い合せ先

　児童扶養手当の支給要件に該当しているお子さんを監護等している方であって、以下の
①または②のいずれかに該当する方

▶平成15年４月２日以降に生まれたお子さんが対象です（障害の状態にあるお子さんの場
合は平成13年４月２日以降）

①公的年金給付等を受給していることにより、令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受
けていない方

　※「公的年金等」には、遺族年金、障害年金、老齢年金、労災年金、遺族補償などが該
当します。

②平成31年（令和元年）の収入が、児童扶養手当の所得制限限度額を上回っていたため、
令和３年４月分の児童扶養手当は受給していないが、新型コロナウイルス感染症の影響
を受けて家計が急変するなど、収入が児童扶養手当を受給している方と同じ水準になっ
ている方

　平成15年４月２日以降（特別児童扶養手当の対象児童については平成13年４月２日以
降）、令和４年２月末までに生まれたお子さんを養育する方で、以下の①または②のいず
れかに該当する方

①令和３年度住民税（均等割）が非課税の方
②新型コロナウイルス感染症の影響を受けて令和３年１月１日以降の収入が急変し、住民
税非課税相当の収入となった方

ひとり親世帯分

その他世帯分

●対象者

●対象者
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